
　国同士のもめごとは、話し合いで解決
―ASEAN（東南アジア諸国連合）の
ような東南アジアにある平和の仕組みを、
北東アジアに広げる。

「海外で戦争する国」づくりを中止し、
憲法９条を生かした平和日本に

　大企業と富裕層に応分の負担を求め、
国民の所得ふやす経済改革を。

くらし破壊の「逆立ち」経済をただし、
くらし第一で日本経済を再生

原発再稼働を止めて、
「原発ゼロ」の日本に

新しい
政治へ４つの転換 国民の願いに逆行 安倍政権

米軍新基地建設をストップし、
基地のない平和な沖縄を

琉球新報・沖縄テレビ放送合同調査
（８月23、24両日実施）

辺野古新基地建設

中止すべきだ
80.2％

そのまま
進めるべきだ
19.8％

「海外で戦争する国」へ
川内
原発 火山被害の危険
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　集団的自衛権の行使とは、
日本への武力攻撃がなくて
も、他国のために武力の行
使をする－アメリカが起こ
したイラク、アフガンのよう
な戦争で日本の若者が血を
流すというのが正体です。

　御嶽山（おんたけさん）の噴火で大きな
被害が発生しています。日本は世界の火山
の１割が集中する有数の火山国。噴火災害
への備えを整えることが急務です。
　火山被害の危険が指摘されている川内原
発の再稼働など絶対に許されません。


